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研究成果の概要（和文）：　本研究では、2013（平成25）年度にモデル事業が開始され、2015（平成27）年度か
ら全国実施された、新たな生活困窮者支援策の政策枠組みや実践効果を検証するとともに、既存の生活保護やホ
ームレス対策等を含めた生活困窮者支援体系の今後のあり方について検討を行った。
　本研究の特色と意義は、支援実践の効果や政策体系の課題を明らかにするために、支援現場や個別ケースにも
とづいて、踏み込んだ実証レベルの分析結果と知見を提示した点にある。
　本研究において調査や情報収集を行った主なフィールドは、全国の生活困窮者支援事業の実施機関、ホームレ
ス支援団体、福祉事務所、地方自治体および厚生労働省の関連部署である。

研究成果の概要（英文）：This study tried to clarify about the new scheme for poverty reduction in 
Japan. Especially, relation between new policy for people in need, policy about homelessness and 
public assistance.

研究分野：貧困、社会政策

キーワード： 貧困　生活困窮者　ホームレス　生活保護
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 研究開始当初の関連政策の動向として、多
様で複合的な困難・ニーズを抱える生活困窮
者への支援策や、生活保護世帯の著しい増加
や自立支援に対する政策的関心が高まりを
みせ、平成２２～２４年度には、個別的・包
括的支援を行う「パーソナル・サポート・サ
ービス事業」のモデル事業が実施されたとこ
ろであった。 さらに、新たな生活困窮者支
援策の導入について、生活保護制度の見直し
と一体的な検討が行われ、平成２７年度に実
施となった生活困窮者自立支援法が国会で
審議されているところであった。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景をふまえて、本研究で目的とし
たのは、新たな生活困窮者支援策の効果につ
いて、生活保護への影響も含めて検証するこ
とである。具体的には、新たな支援策の効果
や課題について支援現場や個別ケースのレ
ベルで明らかにするとともに、生活保護の受
給世帯像の変化等についても個別の福祉事
務所における動向にもとづいて明らかにす
ることである。 
 本研究の目的の特色および独創的な点は、
生活困窮者の実態や支援課題を明らかにす
ることに留まらず、問題解決に向けた政策枠
組みや支援体系を積極的に提起しようと試
みる点である。新たな生活困窮者支援策や生
活保護、ホームレス対策をめぐる政策論議が
活発化する時期に行われる研究として、政策
的・実践的な意義をともなった研究というこ
とができる。 
 
３．研究の方法 
 新たな生活困窮者支援策の政策枠組みや
支援実践の効果を検証するため、全国の支援
事業拠点が支援実践や事業運営を推進する
うえで直面する課題や論点を明らかにする。 
 あわせて、特定の地方自治体の全面的協力
を得られることから、新たな支援策のもとで
実際に支援を受けたケースの支援記録の分
析をとおして、具体的な支援の効果や生活状
態・ニーズの変化を明らかにする。 
 さらに、既存の生活保護やホームレス対策
等を含めた生活困窮者支援体系のあり方を
検討するため、ホームレス支援を受けたケー
スの独自データの分析をとおして、新たな支
援策の可能性と課題、既存制度の役割や位置
づけを明らかにする。 
 
４．研究成果 
 本研究の内容や成果、意義について、研究
期間のそれぞれの年度で整理して記す。 
 
（1）研究期間の１年目にあたる平成２６年
度に実施した研究は、平成２７年４月の生活
困窮者自立支援法施行を控えて、新制度の政
策枠組みやモデル事業の検証、既存の生活保
護制度やホームレス支援策を含めた政策体

系のあり方の検討に重点をおいた。 
 具体的には、新制度実施に向けたモデル事
業（生活困窮者自立促進支援モデル事業）を
実施する全国の地方自治体や関連団体等を
訪問し、支援の体制や内容、効果、直面する
課題などについてインタビュー調査を行い、
検証を行った。その結果、生活困窮者の存在
やニーズの把握、支援の内容やプロセス、就
労・社会参加機会の提供などにおいて、各地
でローカルな社会資源を活用しつつ個別
的・包括的な支援が展開されていることが明
らかになったとともに、財政やマンパワー、
支援体制のマネジメントや社会資源のネッ
トワーク化、個別スタッフの支援実践スキル
などの面で課題に直面している様子が浮き
彫りとなった。 
 さらに、地方小規模自治体のモデル事業の
対象となったケースデータの捕捉や、支援現
場の訪問調査、支援スタッフに対するインタ
ビューを実施し、生活困窮者に対する支援の
内容や効果、課題について、踏み込んだレベ
ルの分析を試みた。 
既存の生活保護制度やホームレス支援策を
含めた政策体系のあり方については、厚生労
働省や地方自治体、研究機関や研究者、民間
団体の支援スタッフに対するインタビュー
等を重ね、政策面や支援実践面における論点
や検討課題の提起を行った。 
 
（2）研究期間の２年目にあたる平成２７年
度に実施した研究は、同年４月に新たにスタ
ートした生活困窮者自立支援制度について、
各自治体における実際の運営状況を調査し、
制度の効果や課題について、既存の生活保護
制度やホームレス支援策を含めた検討を行
った。 
 具体的には、各地で生活困窮者自立支援制
度の事業を担っている自治体や民間団体等
を訪問し、支援の内容や効果、直面する課題
などについて調査を行った。なかでも、前年
度までに調査を実施している地域について
は、個別ケースの支援実践の経過を継続的に
調査するとともに、支援スタッフに対するイ
ンタビューも重ねて実施することによって、
支援の効果や課題について踏み込んだレベ
ルでの分析や検証を図っている。各地での支
援の実態や効果について、個別ケースを交え
たエビデンスにもとづいた分析を行うなか
で、生活困窮者支援において、別制度である
生活保護の所得保障機能をいかに関連付け
るかが政策課題の一つとして明らかとなっ
た。 
 さらに、生活困窮者自立支援制度のもとで
の都道府県の役割を検討する観点で、複数の
県域について訪問調査を実施した。 
 あわせて、ホームレス支援策との関連につ
いては、生活困窮者自立支援制度においてホ
ームレス等に対応する一時生活支援事業に
焦点をあてて、全国の自治体及びホームレス
支援団体を対象とするアンケート調査を実



施した。そして、生活困窮者自立支援法施行
後におけるホームレス自立支援法の役割に
ついて、行政や支援団体、研究者等との意見
交換をふまえて、これまでの政策効果や今後
の展望について分析や検討を行った。 
 
（3）研究期間の３年目にあたる平成２８年
度に実施した研究は、前年度に引き続き、平
成２７年４月にスタートした生活困窮者自
立支援制度について、各自治体における実際
の運営状況や支援効果などの調査を行った。
あわせて、既存の生活保護制度やホームレス
支援策を含めた検討を行った。 
 具体的には、本事業の１年目から調査を実
施している自治体について、個別ケースの支
援実践の経過や状態変化を継続的に調査す
るとともに、支援員に対するインタビューも
引き続き積み重ねた。さらに、前年度と同様
に、都道府県の役割を検討する観点で、前年
度に訪問調査を行った県を対象として追加
的な訪問調査を行った。 
 あわせて、平成２８年度は、本研究事業で
検討対象としている生活困窮者自立支援制
度について、見直しのための検討会が平成２
８年１０月に政府に設置され、今後のあり方
に関する諸論点が提起された。さらに、平成
２９年の期限を控えるホームレス自立支援
法については、延長を求める議論も提起され
るなど、行政や支援現場を交えた政策論議が
活発化しつつある。このようにリアルタイム
の政策転換の局面において、行政や支援団体、
研究者等との意見交換をふまえつつ、今後の
課題や展望に関する分析や検討を行った。 
研究実績の発信にも積極的に取り組み、具体
的には、国内学会や国際会議において研究成
果の発表を行うとともに、執筆した論文を学
会誌等に掲載した。 
 平成２８年度をもって本研究を終える予
定であったものの、下記の理由により、研究
期間の延長を行った。本研究で検討対象とし
ている生活困窮者自立支援制度について、見
直しのための検討会が平成２８年１０月に
政府に設置され、今後のあり方に関する論点
が出揃いつつあった。あわせて平成２９年８
月に期限を控えたホームレス自立支援法に
ついても、行政や支援現場を交えた議論が活
発化しているところであった。このような事
情をふまえ、研究期間を延長することにより、
政策や支援現場の最新動向をフォローしつ
つ研究を継続することとした。 
 
（4）研究期間の４年目にあたる平成２９年
度においては特に、上記の研究期間延長の事
情をふまえて、厚生労働省や地方自治体、民
間組織に対するインタビューや意見交換に
重点をおいた。同年度は生活困窮者自立支援
法、生活保護法、ホームレス自立支援法の改
正等をめぐって、政府・行政・支援現場・学
界等において非常に活発な論議が行われ、リ
アルタイムで政策動向や支援現場の状況の

把握、関係者との意見交換等に努め、今日的
論点や研究内容の発信を行った。 
 あわせて、前年度までに引き続き、生活困
窮者自立支援制度の各自治体における実際
の運営状況や支援効果などの調査を行った。
まず、本事業の１年目から調査を実施してい
る自治体について、個別ケースの支援実践の
経過や状態変化を継続的に調査するととも
に、支援員に対するインタビューも引き続き
積み重ねた。これにより、本事業を行った４
年間で同一地域のまとまったデータを蓄積
することができた。同制度のなかでも一時生
活支援事業については、既存の生活保護制度
やホームレス支援策との関連で、トータルな
居住支援の枠組みの提起も行った。 
 研究実績の発信にも積極的に取り組み、国
内学会や国際会議において研究成果の発表
を行った。 
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